
病　害　の　部

　

佐賀県の施設キュウリにおける黄化症状

を伴うウイルス病の発生状況

中村　宏子１）＊・野中　一弥２）＊＊・ 

石橋　哲也１）・山田　朋子３）・山口純一郎３）

（１）佐賀県農業技術防除センター・２）佐賀県佐

城農業改良普及センター・３）佐賀県農業試験研

究センター）

　佐賀県の施設キュウリにおいて，２００４年９月以降，葉

脈間の退緑斑や黄化を伴う黄化症状が多発生し，問題と

なっている。現地３圃場（２００５年８月上旬定植）で，黄

化症状発生株率の推移を調査した結果，いずれの圃場と

も発生株率が徐々に増え，１０月下旬には３５～４５％に達し

た。また，本症発生５株での本症発生葉数の推移を調査

したところ，約１枚 /日の割合で増加していた。そこで，

本症への５種類のウイルス病（KGMMV，ZYMV，CMV，

CuYV，WMV２，PRSV-W）の関与について，県内５圃

場から本症葉を採取し，電顕観察，DAS-ELISA，RT-

PCR で検討した。なお，これら以外にも黄化症状を伴

うウイルス病として，２００４年以降県内全域で発生を認め

ているキュウリ黄化えそ病が知られている。しかし，今

回問題となっている黄化症状は，生長点付近の展開葉で

は発生せず，下位の成熟葉に発生するなど黄化えそ病と

明らかに症状が異なるため，検討対象から除外した。５

圃場すべてで電子顕微鏡観察によって長さ６００～８００nm

のひも状粒子が検出され，さらに症状葉の total RNAを

用いて，WMV２に特異的なRT-PCR　を行うと，特有の

産物が得られた。以上の結果から，本症へのWMV２の

関与が考えられた。しかし，本症葉液の健全キュウリへ

の接種によって，葉に軽い黄化症状が再現したものの，

現地での激しい黄化症状の再現には至らなかったため，

さらに採取圃場を増やして詳細な検討を行う必要がある。

　＊現在　佐賀県佐城農業改良普及センター

＊＊現在　佐賀県東松浦農業改良普及センター

抗MYSV血清を使用した 

DAS-ELISA 法の確立

西本　佳子１）・西口　達郎１）・ 

横山　　威１）＊・石川　浩一２）

（１）熊本県農業研究センター生産環境研究所・

２）近畿中国四国農業研究センター）

　熊本県で新たに発生したキュウリ黄化えそ病およびメ

ロン黄化えそ病について，今後，ウリ類全般での発生を

警戒するため，メロン黄化えそウイルス（MYSV）の

抗体を作製し，DAS-ELISA法への適用条件を検討した。

抗原としてのMYSVはキュウリ感染葉から純化し，感

染葉１２０gから約０．５mgの純化ウイルスを得た。この抗

原２mgを４回に分けてウサギに免疫し，最初の免疫か

ら５２日後に全採血して血清を得た。特異性についてウエ

スタンブロットで確認した後，IgG の精製及びアルカリ

フォスファターゼ標識抗体を作製した。IgG １μg/ml，

コンジュゲート１，０００倍希釈としたDAS-ELISA法によ

りキュウリ感染葉及び純化ウイルスの検出限界を調べた

ところ，それぞれ５，１２０倍希釈，０．１６μg/ml まで検出で

きた。一方，健全なキュウリ葉，メロン葉，スイカ葉で

は５倍希釈でも吸光値は低く，非特異反応は無視できる

と判断した。キュウリ感染葉における症状別のウイルス

濃度は，退緑斑部＞えそ斑部＞下位葉無病徴部の順だっ

た。無病徴部での吸光値は健全葉とほぼ同じ場合もあり，

検定には不向きだった。また退緑斑部はウイルス濃度が

高いが，サンプル間でややばらつきが見られた。退緑斑

部のうち，退緑斑が密の部分（黄化部）と疎の部分（緑

色部）に分けて両者のウイルス濃度を比較したところ，

黄化部は緑色部より約４倍高かった。発病株の上位無病

徴部（展開最上位葉，生長点部）について検定したとこ

ろ，発病葉に比べて吸光値は低いが検出可能だった。こ

のことから，感染後発病前に診断できることが示唆され

た。

　　＊現在　熊本県農業研究センター高原農業研究所
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露地キュウリにおけるズッキーニ 

黄斑モザイクウイルス（ZYMV） 

弱毒株２００２の実用性（第２報）

久野　公子１）・川崎　安夫１）・今村　幸久２）・ 

小坂　能尚３）

（１）宮崎県総合農業試験場・２）宮崎県病害虫防

除・肥料検査センター・３）京都府農業資源研究

センター）

　宮崎県では周年キュウリを栽培しているが，ウイルス

病による経済的被害が大きいため，これまで最も被害の

多いズッキーニ黄斑モザイクウイルス（ZYMV）に対

する弱毒ウイルスの防除効果を検討してきた。京都府で

開発された弱毒ウイルスであるワクチン株２００２を用い，

２００２年，２００３年の２ヵ年間実施した試験結果では

ZYMV防除対策として実用性が認められたが，いずれ

も無処理区における発生が中程度であったため，２００５年

の試験では高感染圧条件下におけるワクチン株２００２の防

除効果の検証を行った。試験に用いたキュウリ品種は

ビュースターで，ワクチン接種株と無接種株をそれぞれ

６月上旬に定植し，８月上旬まで調査を行った。定植７

日後にあらかじめアブラムシを寄生させた強毒 ZYMV

罹病キュウリ苗を試験ほ場内に設置した。無接種区では

定植２週間後に ZYMVの発病が確認され，その後徐々

に発病株が増加し最終調査時には発病株率が９４．９％に

なった。一方，ワクチン接種区では定植１ヶ月後に

ZYMVの発病が確認されたものの，その後の進展は緩

慢であり，最終調査時の発病株率は４１．７％と，無接種区

と比較して低く抑えられた。また，期間中の果実収量に

ついても，A品率が無接種区を上回っており，特に栽培

後期に顕著な差が見られた。試験期間中，ワクチン株

２００２そのものによる生育および収量への影響は認められ

なかった。今回の試験結果から，高感染圧条件下でも

ZYMVに対する防除効果が高かったことから，ワクチ

ン株２００２は本県の露地栽培において実用性が高いと思わ

れる。今後は，ZYMVの発生が最も多いハウス抑制栽培

における実用化，およびワクチン株の無処理区への自然

感染頻度や他のウリ類に対する影響を検証する。

パッションフルーツ東アジアウイルスー

奄美大島株（EAPV-AO；旧名 PWV-

AO）のリザーバー植物の探索

坂木　良美１）・原口みゆき１）・岩井　　久１）・ 

寺原　亮治１）・西　菜穂子２）・中村　正幸１）

（１）鹿児島大学農学部・２）鹿児島県農業試験場

大島支場）

　パッションフルーツの奇形果の原因であるEast　

Asian Passiflora virus（EAPV）は，奄美大島において，

１９９０年代後半，罹病挿し木苗の流通とチシャミドリアブ

ラムシによる日和見的な媒介によって，島内全域に蔓延

したと推定されている。その後，鹿児島県農試の指導に

より，ELISA陰性を基準とする健全苗の供給体制が確立

され，一斉植替えによる単年作が励行されたことにより，

２００４年以降，激症型の病徴が減少した。しかし，当研究

室のRT-PCR検定による調査では，依然ウイルスに潜在

感染した植物体を認めることから，EAPVはパッション

フルーツ以外に自然感染植物が存在すると考えられた。

そこで，パッションフルーツ園内および周辺より１９科３５

種の野草を採取し，ELISA検定を行ったところ，１５種の

野草が陽性反応を示した。それらの多くは疑似陽性の可

能性があったため，RT-PCR 検定を行ったところ，ノゲ

シ（宇検村湯湾），セイタカアワダチソウ（龍郷町龍郷）

およびナツトウダイ（住用村山間）の３種から，　

EAPVのCP領域に相当するPCR産物が検出され（括弧

内は採集地を示す），それらの塩基配列を調べた結果，

EAPVであることが確認された。罹病パッションフ

ルーツと野草間でのEAPVの伝搬は実証されていない

が，ノゲシはチシャミドリアブラムシの寄主植物であり，

中間宿主となっている可能性が示唆された。今後は，ノ

ゲシ類をさらに広範囲に調査し，EAPVがどの程度感染

しているか調査する必要がある。

　

ズッキーニ黄斑モザイクウイルス 

（ＺＹＭＶ）に抵抗性を示すキュウリ 

系統の発病調査

奥田　　充１）・田中　貞治２）・池田　和也２）・ 

岩波　　徹１＊）

（１）九州沖縄農業研究センター・２）（株）久留

米原種育成会）

　ズッキーニ黄斑モザイクウイルス（Zucchini yellow 

mosaic virus, ZYMV）に対する抵抗性キュウリ品種の

Kyushu Pl. Prot. Res. Vol. 5280



探索を行い，候補系統について圃場試験を行った。一次

選抜として，キュウリ交配親５４系統を交配して得られた

F１系統に ZYMV（Z５－１株）を機械接種した。肉眼観

察にて発病の有無を調査したところ，１１系統が比較的軽

い病徴となった。このうち，病徴が軽く，ZYMVの増殖

が特に少なかった２系統（SK－００３と SK－００４と仮に命

名）を周囲にキュウリを栽培していない圃場（１７．８m×

２m）に定植し，ZYMVの自然感染に対する抵抗性を調

査した。感染源として，ZYMVに感染したキュウリ（品

種，霜知らず地這）を調査区間に植え付けた。この結果，

定植１ヶ月後に，感受性品種にモザイク症状が見られ，

ELISAにより ZYMV感染が確認されたのに対し，SK－

００３と SK－００４は定植２ヶ月後でも全株がELISAによる

判定で陰性を示した。以上のことから，今回選抜した

ZYMV抵抗性品種候補系統は，圃場試験において高い

抵抗性を示し，抵抗性品種としての実用性は高いと考え

られた。今後は現地試験を行い果型，草型，収量性等の

栽培特性を評価する必要がある。

昆虫媒介性植物病の定性モデル

浦野　　知１）・古家　　忠２）＊

（１）九州沖縄農業研究センター・２）熊本県農業

研究センター）

　近年，九州地域では，ハウス内のみで越冬可能な微小

昆虫によって媒介される植物ウイルス病が大きな問題と

なっている。トマト黄化葉巻病に代表されるこれらの植

物病に対し，ハウス内の防除法（防虫ネット，ＵＶカッ

トフィルム，殺虫剤，罹病株の植え替え，蒸し込み，抵

抗性品種の導入）およびハウス外での防除法（野良生え

作物の除去，家庭菜園罹病株の除去，野外寄主植物の除

去，殺虫剤散布）等の防除手段が揃いつつある。しかし，

労力に制限ある中で各種防除手段をどのように組み合わ

せればよいのか，判断基準がないのが現状である。そこ

で，このような昆虫媒介性植物病について，媒介虫の施

設からの飛び出し（初夏）より，施設への飛びこみ

（秋）までの個体群動態を数理モデル化した。伝搬の起

こる空間をハウス周囲とハウスから遠い場所の２種類と

し，それぞれにおける媒介虫数，保毒虫数，罹病植物量

の６連立微分方程式によってモデルを記述した。初期条

件として施設から飛び出す媒介虫数と保毒虫数を与える

ことにより，「様々な防除手段によって，毎秋ハウスに

飛来する媒介虫数は減らないが，保毒虫率は減る」とい

う産地からの報告をよく再現できた。また，パラメータ

値を変更することによって現行の５つの防除法を表現で

きた。各防除法の効果は，（１）野良生え作物の除去，

（２）ハウス内農薬散布や蒸し込みの徹底による飛散虫

数の削減がもっとも効果が高く，ついで（３）ハウス内

罹病株の除去や抵抗性品種の導入による保毒虫率の削減

に効果が見られた。（４）川土手等，ハウスから遠い寄

主植物の除去および（５）ハウス外罹病株の一斉除去に

は顕著な効果は見られなかった。今後，地域における防

除戦略を立てる際に，このモデルを用いて各種防除法へ

の労力配分を考えていくことができる。

　＊現在　熊本県農林水産部農業技術課

　

サトウキビのメリクロン苗に発生した

Curvularia lunataによる斑点病 

（新称）について

西　菜穂子１）・月星　隆雄２）＊・牟田　辰朗１）・

末永　博１）・中村　正幸３）・竹牟禮　穣４）＊＊

（１）鹿児島県農業開発総合センター大島支場・
２）花き研究所・３）鹿児島大学農学部・４）鹿児

島県農業開発総合センター徳之島支場）

　２００５年６月，鹿児島県天城町のサトウキビ苗供給施設

でサトウキビ系統KY９６－１８９のメリクロン苗の葉に赤褐

色紡錘形の斑点を生じる病害が発生した。病原菌の分離

および同定，病徴の再現試験，rDNA-ITS 領域の塩基配

列に基づく系統解析ならびにサトウキビ各品種への病原

性 を 調 べ た。そ の 結 果，罹 病 株 か ら は 高 率 に

Curvularia属菌が分離された。分離菌をPDA平板培地

で培養し，得られた菌叢寒天片をKY９６－１８９の苗の葉片

に置床すると赤褐色の微少な斑点が生じ，罹病部から同

一菌が再分離された。分生子柄は単独に生じ，直立，長

さ８６－１３０μmで上方はジグザグ状を呈した。分生胞子

は，ポロ型，２～３個の隔壁を有し，下方より３番目の

細胞が膨大かつ湾曲したまが玉形～紡錘状だ円形であっ

た。全体的にわら色，基部細胞は淡色化を呈し，へそは

目立たず，表面は平滑又はわずかに粗で，分生子は分生

子柄から容易に離脱した。分生胞子の大きさは，長径１６

～２３μm，短径８～１２μmであった。培地上での菌糸の

生育は１５～３５℃，分生胞子の発芽は１０～３８℃で認められ

た。本菌の rDNA-ITS 領域の塩基配列は，Curvularia 

lunataと９９．８％（５１１/５１２塩基）の相同性があった。NJ

法による系統樹でも C. lunataと９８％のブートストラッ

プ確率で同じクレードに属した。また，サトウキビ２０系

統の成茎の葉片に分生胞子を噴霧接種した結果，発病度

に差はあるものの全ての系統に病斑を生じた。形態学的，
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分子分類学的見地から分離菌を C. lunataと同定した。

本菌によるサトウキビの病害はこれまでにわが国での報

告がないため本病名を「サトウキビ斑点病」と称したい。

今後は，一般ほ場における本病害の発生実態を調査し，

収量等に及ぼす影響を評価する必要がある。また，サト

ウキビに赤褐色斑点性の病害を引き起こす葉枯病や葉焼

病と本病原菌による病徴の違いを明らかにし，一般ほ場

での病害診断基準を示す必要があると考えられる。

　＊現在　畜産草地研究所

＊＊現在　鹿児島県農業開発総合センター

沖縄県におけるキク緑化病の発生状況

瑞慶山　浩１）・村上　昭人２）・那須　奏美３）

山下喜久広２）・金城　衣恵４）

（１）沖縄県農業試験場名護支場・２）沖縄県病害

虫防除所・３）農業試験場園芸支場・４）沖縄県

庁）

　１９９９年４月に沖縄県の具志川市と勝連町のキク圃場に

花器が緑化し，正常開花しない奇形花株が確認された。

中央農業研究センター　マイコプラズマ病害研究室に同

定を依頼したところ，本病原はファイトプラズマ

（chrysanthemum virescence）によるキク緑化病である

ことが判明した。１９９９年４月にキク発生圃場において，

罹病株の抜き取り防除，媒介虫防除のための殺虫剤散布

等を徹底して行った結果，その後の発生は認められな

かった。しかし，平成１３年（２００１年）４月に久米島具志

川村のキク圃場でキク緑化病が確認された。４６圃場，

４．９ha を調査した結果，１８圃場で１２１４本の奇形花株が確

認された。キク緑化病は寄主範囲が広いことが知られて

いることから発生圃場周辺の雑草の検定を行った。キク

科９種，アブラナ科２種，マメ科１種，アオイ科１種に

ついて PCRによる検定を行ったところ，キク科のオオ

アレチノギク，ヨモギ，アワユキセンダングサ，アキノ

ノゲシ，ハルノノゲシ，オニタビラコ，ウスベニニガナ

とアブラナ科のヒメグンバイナズナにファイトプラズマ

の罹病が確認された。このため，キクおよび雑草の罹病

株の抜き取り，媒介虫防除等を徹底して行った。その結

果，キク圃場における発生は減少していき，平成１４

（２００２年）年４月には４４圃場，６ha のうち７圃場で３３２本，

平成１６年（２００４年）３月には１９圃場のうち４圃場で４９本

の奇形花株が確認されたのみであった。キクおよび雑草

の罹病株の抜き取り，媒介虫防除等を引き続き実施する

ことにより平成１７年（２００５年）４月の調査では１圃場１

本の奇形花株が確認されたのみで，キク圃場においては

ほとんど発生が見られなくなった。以上のことから，罹

病株および罹病雑草の抜き取りにより本病の発生を抑制

できることが示唆された。

　

長崎県のツワブキに発生がみられた白絹病

森田　　昭

　ツワブキの地際部を褐変枯死させ，その部位にナタネ

種子大の褐色球形の菌核を形成する病害が長崎県の山野

や一般家庭の庭園のツワブキに発生した。本病は，８月

下旬に最も多くみられ，その褐変部位から白絹病菌様の

糸状菌が分離された。本菌はビワから分離された白絹病

菌と同様に，ナタネ種子大の褐色球形菌核を形成した。

ツワブキ菌の馬鈴薯煎汁寒天培地上での生育適温は３０℃，

菌叢の色は白色から灰褐色で，ビワから分離された白絹

病菌と一致した。ツワブキ菌は３年生ツワブキに対して

ビワの白絹病菌と同様に病原性を示し，また，白絹病特

有の病徴を呈した。以上の結果から，立枯れ症状のツワ

ブキから分離される糸状菌は白絹病菌（Sclerotium 

rolfsii Saccardo）と同定し，ツワブキ白絹病と呼称す

ることを提唱する。

メロン黒点根腐病菌に対する 

クロルピクリン剤の土壌消毒の効果

黒木　　尚１）・川崎　安夫１）・今村　幸久２）・ 

川越　洋二３）・西村　範夫４）・藤田　和久４）

（１）宮崎県総合農業試験場・２）宮崎県病害虫防

除・肥料検査センター・３）西臼杵農業改良普及

センター・４）九州沖縄農業研究センター）

　臭化メチルの一般用途の全廃に伴い，メロン栽培にお

いては土壌病害であるメロン黒点根腐病が問題となって

おり，効果的な防除技術の開発が求められている。そこ

で，クロルピクリン剤によるメロン黒点根腐病の防除技

術の開発のために，土壌中の子のう殻に対する消毒可能

範囲の検討を行った。まず，耕うん層及び未耕うん層で

のクロルピクリン剤の消毒可能範囲を検討した。メロン

の 根 に メ ロ ン 黒 点 根 腐 病 菌（Monosporascus 

cannonballus）を接種し，子のう殻を形成させた根を

供試した。クロルピクリン剤を地表面下１５cmに３ cc灌

注処理し，罹病性の自殖系統メロン種子を用いた生物検

定により消毒効果を判定した。試験の結果，土壌中の子

のう殻に対するクロルピクリン剤の消毒可能範囲は，耕

うん層では灌注地点からの距離が水平に１５cm，垂直に

２５cmであり，未耕うん層では灌注地点からの距離が水
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平に９cm，垂直に２５cmであった。また，実際の処理方

法である３０cm等間隔または３０cmチドリ状処理の場合，

クロルピクリン剤の灌注地点からの最長距離はそれぞれ

約２１cm，約１９cmであることから，現在の消毒方法では

消毒できない部分が残ることが示唆された。また，罹病

根は子のう殻より消毒しにくいため，罹病根中の黒点根

腐病菌に対する消毒効果についても検討を行う必要があ

る。

ネギ圃場に発生するオオシロカラカサタケ

の薬剤防除

山口純一郎１）・稲田　　稔１）・光武あかね２）・

大串　和義３）

（１）佐賀県農業試験研究センター・２）武雄農林

事務所・３）佐城農業改良普及センター）

　オオシロカラカサタケ（Chlorophyllum molybdites）

は，春から秋にかけて有機質の多い装置や畑に発生し子

実体を形成する。植物に対する寄生性はないものの，土

壌に蔓延した菌糸の撥水作用により，植物の給水を妨げ，

生育不良や枯死などの被害をもたらす。佐賀県において，

本菌の被害が１９９９年頃から施設ネギ（コネギ）を中心に

顕在化し，連作を行う上で大きな障害となっている。そ

こで，本菌に有効な薬剤の選定及び圃場での防除効果に

ついて検討した。佐賀県東松浦郡（現在，唐津市）浜玉

町で採取，組織分離した菌株を供試し，薬剤を添加した

PDA平板培地上での菌糸生育による薬剤感受性の検定

を９種類の薬剤について行った。その結果，フルトラニ

ル，トリフルミゾール，イミノクタジンアルベシル酢酸

塩，アゾキシストロビンの活性が高かった。特に，菌糸

生育阻止効果が高かったフルトラニル剤について，粒剤

と粉剤のネギの播種前土壌全面散布での防除効果を少～

中発生条件と多発生条件の２圃場で検討した。その結果，

いずれにおいても防除効果が認められ，実用性が確認さ

れたが，その効果は多発生条件よりも少～中発生条件で

高くなる傾向にあった。さらに，ネギの生育期における

フルトラニル水和剤の散布も高い効果を示した。以上の

ことから多発生条件では，熱水や蒸気消毒による土壌消

毒との組合せによる本剤処理や播種前の粉剤，粒剤処理

と生育期の水和剤の体系処理が必要であると考えられた。

アスパラガス褐斑病の発生初期薬剤散布

による効率防除と湿度管理による発病抑

制の可能性

内川　敬介・松尾　和敏

（長崎県総合農林試験場）

　アスパラガスは半促成長期どり栽培の普及により，長

期間にわたり連続した収穫が可能になった。一方，これ

に伴う栽培環境の変化により褐斑病の発生が顕在化して

きた。本病に対しては登録薬剤も少なく，化学農薬の効

率的な利用とそれによらない防除技術との組み合わせに

よる総合防除の確立が急務である。そこで，化学農薬に

よる効率的な防除のため，アゾキシストロビン水和剤お

よび水酸化第二銅について，防除開始時期の検討を行っ

た。発病度が１９．９と発生をある程度認めてからの散布開

始に比べ，発病度０．１と発生の極初期に開始することで，

最終散布２０日後の防除価が２０～４０上がり発病の進展を低

く抑えることができた。しかし，接種３０日後に病徴を現

す（古田ら，２００２）とされる本病については，発生の極

初期から防除を開始しても，すでに感染が成立している

ものと思われ，完全な防除には結びつかない結果となっ

た。このことからも，化学農薬のみでの本病の防除には

限界があり，施設内の環境改善による耕種的防除につい

て検討を行うため，隣接した圃場でありながら，環境条

件の異なる施設において湿度と発病との関係を調査した

ところ，平均の相対湿度差が３．５％低い圃場の発病が低

い傾向にあった。また，施設内湿度を下げることをねら

いとして，施設つま面上部のビニールを開放することに

よる湿度の推移について調査したところ，開放前に比べ

開放後の湿度が大幅に低下した。今後，発病抑制効果に

ついて検討する必要がある。

半促成長期どりアスパラガスにおける 

近紫外線除去フィルムの斑点病抑制効果

稲田　　稔１）・衞藤　友紀１）・近藤　知弥２）・

古田　明子１）・山口純一郎１）

（１）佐賀農業試験研究センター，２）佐賀県果樹

試験場）

　半促成長期どりアスパラガスでの斑点病に対する近紫

外線除去フィルム（商品名：クリーンテートGM，以下，

UVA）被覆の防除効果を農ポリ被覆（商品名：クリー

ンテート）と比較検討した。試験は２００４と２００５年の２カ

年間現地圃場で行った。圃場中央の茎葉部における積算

紫外線量（２００４年６月２３日～７月２２日）を簡易測定器
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（FUJI XEROX製：UVケアメイト）を用いて調査した

結 果，UVA区 で は ３６１，１８６mJ/cm２と 農 ポ リ 区

（１，４６４，６２３mJ/cm２）の約２５％に抑制された。UVA被覆

による紫外線抑制効果は地表面よりも茎葉部，圃場周辺

部よりも中央部で高かった。２００４年のUVA区における

本病の初発生は９月１４日と農ポリ区（７月２０日）に比べ

約２ヶ月遅く，また，１０月１５日の発病度は２．５で農ポリ

（１０．８）の２３％にとどまり，高い発病抑制効果が認めら

れた。２００５年も１１月１８日のUVA区における発病度は

８．０と農ポリ区（１４．５）の５５％に抑制され，２年目におい

ても効果が継続した。また，本効果を解析するために，

PDA平板培地における本病の分生子形成状況を調査し

たところ，UVA被覆下での形成量は４，７６５～１０，９７６個

/cm２と農ビ被覆下（５５，１７２～７２，０７１個 /cm２）の２０％以

下であった。さらに，UVA被覆下で形成された分生子は，

農ビ被覆下に比べ隔壁数が少なく小型であり，形態的な

変化も認められた。以上の結果から，半促成長期取りの

アスパラガス栽培におけるUVA被覆は斑点病を抑制し

実用性が高いと考えられる。また，その抑制効果は，分

生子の形成抑制によると考えられるが，分生子の形状異

常に伴う病原力低下の可能性も示唆された。

MBI-D 耐性菌初確認地域における 

イネいもち病菌の個体群動態

荒井　治喜１）・鈴木　文彦１）・山口純一郎２）

（１）九州沖縄農業研究センター・２）佐賀県農業

試験研究センター）

　２００１年にMBI-D 耐性イネいもち病菌を初確認した佐

賀県西北部地域において，圃場履歴が明らかで自家採種

を繰り返してきた相知町の圃場（同一耕作者・６筆）を

調査対象に，１９９８年～２００５年にかけて，種子，葉および

穂いもち病斑から６９３菌株を分離した。さらに，２００４年

収穫期には周辺の農家圃場１１筆から採取した穂いもち病

斑から８５菌株を分離し，いもち病菌の個体群構造解析を

行った。MBI-D 耐性の判定には，PIRA-PCR 法による遺

伝子診断を用い，菌株の簡易個体識別には，ゲノム中に

存在する転移因子 Pot 2を利用した rep-PCR 法による

フィンガープリント解析を行った。調査圃場の１９９８年～

２０００年分離菌株には，MBI-D 耐性菌は認められなかった

が，２００１年に用いた種子から検出されたことから，既に

２０００年収穫期には圃場内に耐性菌が存在していたと考え

られた。２００１年～２００３年には高い耐性菌分離率を示した

が，２００４年～２００５年には耐性菌の分離率は大きく低下し

た。８年間の調査期間を通して優占する遺伝子型が存在

し，感受性菌では Sa５，耐性菌では Sa ４として類別し

た遺伝子型が優占していた。２００４年以降は，個体群構造

が変化し従来認められなかった遺伝子型の割合が高まっ

た。各遺伝子型の分離頻度に基づきハプロタイプ多様度

（Nei １９７３）を算出すると，耐性菌集団に比べ感受性菌

集団の遺伝的多様性が高かった。調査圃場と周辺の一般

農家圃場分離菌株を比較すると，共通する遺伝子型が認

められるものの，個体群構造には差異があった。これら

のことから，自家採種継続圃場では，耐性菌と感受性菌

のいずれも多様性を保ちながら個体群構造が変化してい

ると考えられた。

　

SSRマーカーを利用したイネいもち病

菌の個体識別

鈴木　文彦１）・冨村　健太１）・須賀　晴久２）・

中島　　隆１）・荒井　治喜１）

（１）九州沖縄農研・２）岐大生命セ）

　イネいもち病菌の個体識別法としてはRFLP，rep-

PCR，マイクロサテライト（SSR）等多数知られている

が，なかでも SSRは多型性を高率かつ正確に検出でき

るDNAマーカーとして，集団解析等への利用が期待さ

れる。本研究では，既報の１５種類（Kaye et al., ２００３）

と新たにゲノム情報に基づいて設計した１５種類の合計３０

種類の SSRマーカーについて，国内分離イネいもち病

菌への適用を検討した。１９４８～１９９６年に分離された研究

室保存の１２菌株と２００２～２００３年に分離された１２菌株の合

計２４菌株を供試し，各マーカーの PCR産物を電気泳動

により調査した結果，１８種類の SSRマーカーにおいて

明瞭なバンドを検出できた。これらの SSRマーカーで

検出されるアレル数は１～９であり，平均アレル数で

４．３であった。しかし，２００２～２００３年分離菌のみを対象

にするとアレル数は１～４であり，平均アレル数も１．８

と低かった。次に，SSRマーカーによる多型情報に基づ

き系統解析を実施した結果，供試菌株は３つのクラス

ターに分類された。このうち，２００２～２００３年分離菌はす

べて同じクラスターに属したことから近縁な関係にある

ことが示された。この結果は，Pot 2　rep-PCR 法のフィ

ンガープリント（FP）に基づく系統解析の結果

（Suzuki et al., ２００６）ともよく一致していた。さらに，

これまでに Pot 2　rep-PCR 法によって特定したMBI-D

耐性いもち病菌の４種類のFPは，SSRマーカー解析に

おいても確実に区別することができた上，同一のFP株

をさらに類別することも可能であった。以上，SSRマー

カーの国内分離菌での有効性が確認できたことから，今
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後は Pot 2 rep-PCR 法等との併用によって迅速で高精度

な個体識別法の確立をめざす。

コムギ赤かび病防除薬剤の耐雨性の評価

に基づく再散布が必要な降雨条件

中島　　隆１）・冨村　健太２）・吉田めぐみ１）

（１）九州沖縄農業研究センター・２）現酒類総合

研究所）

　赤かび病多発年の防除は降雨の合間に行われることに

なる。しかしながら，再散布の判断基準は示されていな

い。このため，主要な薬剤の防除効果に対する降雨の影

響を検討し，再散布が必要な降雨条件を明らかにする目

的で試験を行った。ポットに鉢上げした小麦「チクゴイ

ズミ」を供試し，メトコナゾール乳剤１０００倍液とチオ

ファネートメチル（TM）水和剤１０００倍液を１５０L/１０a相

当散布した。降雨処理は九州沖縄農研の人工降雨施設を

用いて，強度２５mm/h，時間は２時間とした。降雨の条

件は同一とし，水和剤散布から降雨までの時間を，散布

直後～２４０分後の間で５処理区を設けた。各処理が終了

した直後に赤かび病菌を噴霧接種し，細霧ハウスに１週

間静置し，１０日後に発病調査，収穫後にDON＋NIVを

ELISAにより分析した。その結果，両剤ともに散布直

後に降雨処理した場合は，発病度及びかび毒濃度ともに

防除効果が低下するが，降雨までの時間が経過するほど

防除効果が高くなった。このことから，水和剤の散布直

後に強い雨があった場合は，再散布する必要があるが，

３０分以上経過した場合は必要ないと考えられる。粉剤に

関しては，TM粉剤を供試し，降雨強度を弱い雨

（３．６mm/h）と強い雨（２５mm/h）の２段階設け，降雨

時間・量についての関係を調べた。その結果，散布１時

間後に弱い雨を３時間（降雨量１０．８mm）施した区が降

雨を受けない区よりも防除効果が向上したが，同じ降雨

量でも強い雨の場合は防除効果が低下した。このことか

ら，TM粉剤では弱い雨が２～３時間程度ならば散き直

す必要がないが，強い雨があった場合は，短時間（２０分

程度）でも直ちに再散布する必要があると考えられた。

　

ジャガイモ疫病に対する各種薬剤の 

耐雨性評価

小川　哲治・佐山　　充＊・迎田　幸博

（長崎県総合農林試験場愛野馬鈴薯支場）

　ジャガイモ疫病に対する防除薬剤の効率的な使用法の

開発のために，各種薬剤の耐雨性を評価した。試験は直

径１０．５cmのビニールポットに栽培したジャガイモの茎

葉に，各種薬剤を散布後，人工降雨処理を行い，ジャガ

イモ疫病菌接種後，発病程度を調査し，算出された防除

価によって評価した。また，試験は薬剤の散布濃度およ

び人工降雨処理の累積降雨量を変えて２回行った。すな

わち，試験Ⅰでは各薬剤を常用濃度および常用の１ /５

濃度，試験Ⅱでは常用および１ /２濃度に調製し，散布

した。人工降雨処理における累積降雨量は，試験Ⅰでは

１００，２００および３００mm，試験Ⅱでは１００および２００mm

になるように設定した。供試した薬剤のうち，メタラキ

シル・TPN水和剤，フルオピコリド・プロパモカルブ

水和剤は，常用濃度では累積３００mmの降雨処理まで防

除価９０以上を示したが，１/５濃度では累積２００mmの降

雨処理で防除価８０未満となり耐雨性が低下した。また，

シモキサニル・マンゼブ水和剤，マンゼブ水和剤は，常

用濃度で累積３００mm，１/５濃度で累積２００mmの降雨処

理で防除価が６０未満となり前述の２剤より耐雨性は低

かった。一方，シアゾファミド水和剤，ベンチアバリカ

ルブイソプロピル・TPN水和剤は，１/５濃度で散布し

た場合も，累積３００mmの降雨処理で防除価９０以上の高

い防除効果を示し，耐雨性が高かった。今後は減農薬栽

培のための薬剤の効率的な使用方法を開発するために，

圃場試験において各種薬剤の耐雨性を評価し，複数の耐

雨性の高い薬剤による体系散布の有効性について検討す

る予定である。

　＊　現在　北海道農業研究センター

銀担持ゼオライト剤（シードラック水和剤）

の種いも消毒によるジャガイモそうか病

の防除効果

西　　八束＊・尾松　直志＊

（鹿児島県農業試験場）

　新しい系統の殺菌剤である銀担持ゼオライト水和剤に

ついて，そうか病に対する種いも消毒の効果的な濃度お

よび浸漬時間について検討した。試験には汚染圃場から

採取した外見上無病徴の塊茎を使用し，ジャガイモ未栽

培圃場（灰色低地土，pH６）で実施した。まず，銀担持

ゼオライト水和剤（以下，銀ゼ剤）５０倍，１００倍，２００倍

の濃度（各濃度とも２０秒間浸漬）について検討を行った。

無処理区での発病度１２．４の条件下で，銀ゼ剤５０倍区の発

病度１．１，１００倍区０．５，２００倍区１．５となり，対照薬剤フ

ルアジナム水和剤１００倍区２．０とほぼ同等で，本剤の濃度

により効果に大きな差は認められなかった。なお，今回

の試験において，外見上の薬害は認められなかったが，
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本剤１００倍以上の濃度では，無処理より収量が減少する

傾向が認められた。次に，銀ゼ剤１，０００倍の種いも浸漬

時間を３０分，１０分，２０秒と変えて検討を行った。クロル

ピクリン薫蒸剤（３０L/１０a）で土壌消毒後の圃場を使用

し，降雨が少なかったことから，無処理区の発病度９７．８

の甚発生となった。この条件下で銀ゼ剤１，０００倍の３０分

間浸漬区は発病度８．９，１０分間浸漬区１３．８，２０秒浸漬区

１１．７となった。また，銀ゼ剤１００倍の２０秒間浸漬区は

１３．８，フルアジナム水和剤１００倍の２０秒間浸漬区２５．８と

なり，銀ゼ剤１，０００倍は対照薬剤より効果が高かったが，

浸漬時間の違いにより効果に大きな差は認められなかっ

た。これは，本剤の最少生育阻止濃度が３２，０００倍（６．２５

μg/ml）に相当することから，１，０００倍は十分な効果を

示す濃度であるものと考えられた。以上のことから，通

常の種いもを使用する場合，銀ゼオライト水和剤は，

１，０００倍の２０秒間浸漬で高い防除効果を示し，今後登録

されると，そうか病の種いも消毒剤として期待される。

　＊　現在：鹿児島県農業開発総合センター

　

沖縄本島北部の園地におけるカンキツグ

リーニング病の分布拡大

二神　和靖１）・佐渡山安常１）・山下喜久広１）・

大城　　篤２）・澤岻　哲也２）・河野　伸二２）

（１）沖縄県防除所・２）沖縄農試）

　沖縄本島北部の大宜味村において柑橘の重要病害カン

キツグリーニング病（以下HLB）の発生調査を行った。

２００３年は，海岸沿いの集落で発生していたが（第６９回九

病虫研究発表会報告），２００４年には山手の園地でも発生

が確認された。２００５年１２月に北部５地町村（大宜味村，

国頭村，本部町，東村，名護市）の園地のカンキツ類の

HLB罹病状況を，ヨウ素デンプン反応による簡易診断

により調査した。発生圃場率は，大宜味村が１４％，国頭

村が１１％，名護市が５％，本部町と東村が０％であった。

大宜味村での罹病率が高い原因として，同村でのカンキ

ツ植付面積の６３％を占めているシークヮーサーが考えら

れた（名護市１３％，他４％以下）。シークヮサーが罹病

しやすい理由として，取木苗による自家採苗が多いこと，

ほとんど薬剤防除がされていないこと，頻繁に萌芽する

ことが考えられた。HLBの防除対策として，これまでは

主な発生源である庭木を防除することで，全体的な蔓延

防止と園地への侵入を阻止しようとしていた。実際にベ

トナムや台湾ほど蔓延しておらず，ある程度の効果は

あったと考えられる。しかし，２００４年以降園地に侵入し

ていることが判ってきたので，これからは全体的な防除

から，園地中心の防除へシフトしていく。具体的には，

より迅速な罹病樹の探索・伐採，健全苗の普及と差別化

のため県で苗を検定し無病苗認定タグをつける，シーク

ワーサーでの薬剤防除の実施，健全苗以外の苗や取木苗

の園地への移動自粛などを指導する。このように沖縄県

では，全体的な防除から園地での防除にシフトして，カ

ンキツ産地を守っていく方針である。

　

カンキツグリーニング病発生地域におけ

る罹病樹の確認と現地調査方法　第３報

湯田　達也１）・西本　周代１）・篠原　和孝１）・

濱島　朗子２）・佐藤　哲二３）

（１）鹿児島県防除所・２）鹿児島果樹試・３）門

司植防）

　2002 年４月に初めてカンキツグリーニング病の罹病

樹が与論町で確認されてから 2006 年１月までの発生状

況調査の結果，奄美群島における本病の発生状況は，発

生が多い地域，発生が限定的な地域に区分されることが

示唆された。すなわち，全域で罹病樹が確認された与論

町を多発生，次いで罹病樹が多く町の南東部に地域が限

られている伊仙町を部分的多発生，罹病樹がごく一部の

集落に局在している喜界町，天城町，和泊町，知名町を

少発生市町村として区分できると考えられた。また，期

間をおいて罹病樹周辺の悉皆調査を繰り返し行った結果，

新たな罹病樹が確認されたが，その範囲は概ね数十ｍ以

内と狭い範囲に集中する傾向であった。発生地域におけ

る調査の間隔，罹病樹からの調査範囲については，調査

にかかる労力や，病原菌及びミカンキジラミの生態に関

する研究成果等を考慮しながら，今後さらに検討が必要

である。

　

肉眼診断法によるカンキツグリーニング

病の病徴と罹病率

篠原　和孝１）・西本　周代１）・湯田　達也１）・

濱島　朗子２）・佐藤　哲二３）

（１）鹿児島県病害虫防除所，２）鹿児島県果樹試

験場，３）門司植物防疫所）

　２００４年４月に鹿児島県与論町でカンキツグリーニング

病（以下，ＣＧ病）が初確認され，その後，２００３～２００５

年度の３ヶ年で，与論島，沖永良部島，徳之島，奄美大

島，喜界島の１４市町村について，民家及び集落内の全て

のカンキツ栽培地点と集落周辺の一部の果樹園について，

罹病樹の発生確認調査を実施した。調査は異常葉を含む
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枝葉を大津ら（１９９８）の示した病徴型をもとに肉眼診断

により採取した。調査時期は春葉が硬化する５月～６月

の前期調査と１０月から翌２月までの後期調査の年２回実

施し，門司植物防疫所，同名瀬支所，県関係機関及び地

元ＣＧ病対策協議会と協同で調査した。採取したサンプ

ルはカンキツグリーニング病に対する特異プライマー

（Jagoueixら，１９９４）を用いてPCR検定により罹病を確

認した。これまでの調査の中で前期と後期に同じ発生集

落の同地点を悉皆調査した結果について比較すると，前

期調査ではサンプル採取地点率は２７．９％となり，後期調

査の３３．８％に比べてやや低くなった。春葉硬化期は樹体

内の養分が新梢に移行するため，旧葉は落葉し新葉では

要素欠乏症状が出やすくなるので，肉眼診断法による病

徴型の判別は難しくなるものと考えられた。また，同地

点で前期調査と後期調査の罹病率を比較すると，有意な

差ではないが後期調査で罹病率が高くなる傾向がみられ

た。病徴別に罹病率を比較すると，前期調査ではⅢ型の

単独及びⅢ型を含む重複型で，後期調査ではⅤ型の単独

及びⅤ型を含む重複型で罹病率が高かった。また，３病

徴型が重複して見られるサンプルでは前期，後期調査と

もに他の病徴型に比べて罹病率が高く，与論町の２００３年

６月から２００５年１１月の４回の調査結果では，１樹の中に

Ⅴ型とⅠ型，Ⅴ型とⅡ型，Ⅴ型とⅢ型に他の病徴型が重

複して見られるサンプルでは何れも罹病率が５０％以上と

なった。

　

与論町におけるカンキツグリーニング病

の被害拡大の推移

濱島　朗子・橋元　祥一

（鹿児島県果樹試験場）

　カンキツグリーニング病（CG病）は，鹿児島県では

２００２年４月に大島郡与論町で初めて発生が確認されたが，

２００３年２月に沖永良部島，徳之島，同年１２月に喜界島で

も発生が確認された。CG病の防除は，PCR検定に基づ

いた罹病樹の伐採および媒介昆虫であるミカンキジラミ

の防除しかない。そこで，防除を速やかに進めるために，

罹病樹が確認された園地内の感染状況や防除対策の効果

について与論町内で調べた。調査は，罹病樹が確認され

たカンキツ園で，２００３年２月から２ヶ月おきにカンキツ

類を対象に，CG病の病徴（大津ら，１９９８）の有無を肉眼

診断し，症状が確認された場合はその葉，症状がない場

合は任意に数枝をサンプルとして採取し，CG病に対する

特異プライマーを用いて PCR検定した。罹病が確認さ

れた時点で，媒介昆虫を防除し罹病樹を伐採した。調査

樹数は，園地Ａ４２本，園地Ｂ６８本，園地Ｃ４５本で，罹病

樹は調査開始当初，園地ＡおよびＢでは各１本，園地Ｃ

では０本であったが，２００３年１０月にそれぞれ１３本，３１本，

２３本の罹病が確認された。このことから，罹病樹が確認

された園地ではその周辺樹も罹病の可能性が高いことが

うかがわれた。また，園地Ｂでは，それ以降も調査を継

続したが新たな罹病樹は確認されていない。これらのこ

とから，罹病樹が確認された園地でも，その後新たに確

認される罹病樹の伐採とミカンキジラミの薬剤防除を継

続していくことで本病の防除につながることがうかがえ

た。

ナシ白紋羽病で樹勢が低下した樹に対す

る根接ぎの効果

井手　洋一・田代　暢哉・近藤　友弥

（佐賀果樹試）

　ナシの難防除土壌病害である白紋羽病に罹病した樹は

樹勢が著しく低下し，衰弱，枯死に至る。本病に対する

防除薬剤としてフルアジナム SC（商品名：フロンサイド

SC）が有効で，高い予防効果を示すことから発病跡地

の新植樹や軽症樹の発病進展を抑止することができる。

しかし，罹病部に対する治療効果が低いため，発病が進

展し樹勢が低下した樹に対する効果は劣り，樹勢回復は

望めない。そこで，根部の異常から生じる生理障害‘石

ナシ’の被害軽減対策としての実績がある根接ぎの有効

性について検討した。全体の半分以上の根が白紋羽病に

罹病し樹勢が低下した樹に対してフルアジナム水和剤

７９０ppm液（５００倍液）のみを処理した樹については，

発病の進展に伴い処理前よりも樹が衰弱し枯死する場合

もあった。しかし，２～３年生のマメナシ台を１樹につ

き３本ずつ根接ぎし，あわせてフルアジナム SC 

７９０ppm液（５００倍液）を処理した樹については，年数

を経るごとに樹勢が徐々に回復し，発病が進展し樹勢が

低下した樹に対する根接ぎの有効性が示された。

　

枯枝除去とシートマルチ処理がカンキツ

黒点病の発生に及ぼす影響

山田　一宇・戸田　世嗣※・上村　浩憲・ 

土田　通彦

（熊本県農業研究センター果樹研究所）

　ウンシュウミカン栽培におけるシートマルチ（透湿性

シート）処理は，高品質果実安定生産に向け，多くの産

地で普及している。これまで，シートマルチ処理による
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病害虫の被害抑制については，スリップス類，訪花昆虫

及びカメムシ類などが報告されている。そこで，２００３年

～２００５年に研究所内の「豊福早生」および「肥のあけぼ

の」を供試し，枯枝除去とシートマルチ処理が黒点病の

発生に及ぼす影響について検討した。黒点病は，伝染源

が枯枝で，幼果期から収穫期まで感染し，品質が低下す

るため，生産者は約３０日後，あるいは累積降水量が約

２００～２５０mmで薬剤散布する病害である。２００３年は，発

芽期および６月の枯枝剪除とシートマルチ処理の有無に

ついて収穫前に果実の発病を調査した結果，シートマル

チ処理によって，すべての区の黒点病による発病が少な

かった。２００４年は，枯枝を定期的に剪除し，黒点病の発

生程度の他，樹容積１ｍ３あたりの枯枝の重量について

も併せて調査した。その結果，シートマルチ処理によっ

て黒点病の発生が少なくなり，伝染源となる枯枝の発生

も少くなる結果であった。２００５年も枯枝除去によって黒

点病の発生が少なくなり，シートマルチ処理によって，

さらに黒点病の発生が少なくなった。また，枯枝の発生

量も時期別の調査から，シートマルチ処理区の発生が少

なかった。このことから，シートマルチ処理によって枯

枝の発生量が少なくなり，黒点病の発病抑制が示唆され

た。今後，シートマルチ施用によるウンシュウミカンの

高品質安定生産の他，減農薬栽培に係る病害虫被害軽減

技術の利用の検討が必要であると考えられた。

　※　現在　上益城地域振興局農業普及指導課

園内に放置された温州ミカン摘果果実の

除去は緑かび病の発病抑制に有効である

田中　義樹１）・田代　暢哉２）・島　　政勝３）・

川�　敦之１）・本村　祥子１）

（１）佐賀県農業技術防除センター・２）佐賀県果

樹試験場・３）佐賀県藤津農業改良普及セン

ター）

　温州ミカン園内に放置された摘果果実と緑かび病発生

との関係及び放置摘果果実除去による発病抑制効果につ

いて２ヵ年にわたり延べ６園地で検討した。園内におけ

る緑かび病菌胞子飛散量の推移を培地（PDA）暴露法

で調査したところ，摘果果実放置の有無にかかわらず胞

子飛散は９月上旬からみられ，１０月中旬までは少なく推

移した。その後，収穫直前の１０月下旬に急増したが，放

置された摘果果実を９月上旬頃までに除去した園では放

置した場合の約２０％の飛散量にとどまった。収穫果実に

おける緑かび病を主体とした果実腐敗の発生を経時的に

調査した結果，放置園では収穫７日後に急増し，収穫１５

日後の腐敗果率が１０％前後に達したのに対し，除去園で

は収穫１５日後までほとんど腐敗せず，放置摘果果実除去

による腐敗果の発生抑制効果が認められた。以上の結果

は，９月中旬以降に園内に放置された摘果果実が緑かび

病の伝染源として重要であることを示している。一方，

摘果果実を除去するのに要する時間は２．４時間/１０ａ/人

で，佐賀県における温州ミカンマルチ栽培における月別

労働時間は８月から９月にかけて最も少ない。このこと

から，摘果果実放置園における除去時期は，仕上げ摘果

と同時期の８月下旬から９月上中旬が最適であると考え

られた。なお，摘果時に果実を地表面に落とさずに回収

し，園外へ持ち出すことも，腐敗果の抑制対策とし有効

であると思われる。

台風来襲時のカンキツかいよう病に 

対する効果的な薬剤防除時期

菅　　康弘・早田栄一郎

（長崎県果樹試験場）

　Xanthomonas axnopodis pv. citriによるカンキツか

いよう病の防除では，接種試験で病原細菌の感染直前の

薬剤散布が最も効果的であり感染成立後の散布では効果

が低いことを認めているが，実際の台風による本病の感

染に対する防除適期を実証した事例は少なく，特に抗生

物質剤に関する事例はみあたらない。そこで，２００５年９

月６日に諫早市に上陸した台風１４号を利用して防除試験

を行った。温州ミカン品種‘させぼ温州’を供試し，台

風の接近にあわせ，９月３日１２：００（台風３日前），５日

１０：００（１日前），６日１７：００（３時間後），７日９：００

（１６時間後），７日１５：００（２４時間後）および８日１５：００

（４８時間後）に供試薬剤の希釈液を１樹あたり約３リッ

トル散布した。その結果，ストレプトマイシン・オキシ

テトラサイクリン水和剤の１，０００倍では，台風の通過前

までに処理した各区で発病葉率，発病度ともに低い値を

示したが，台風通過後に処理した各区では経過時間に

従って防除効果が低下し，特に，２４時間後および４８時間

後の処理区では無処理区と同程度の発病となった。また，

ストレプトマイシン水和剤の１，０００倍および水酸化第二

銅水和剤の２，０００倍（炭酸カルシウム剤，２００倍加用）を

供試した場合も，同様の傾向が伺われた。以上より，抗

生物質剤を使用する場合でも，台風の接近する前までの

散布が効果的であり，台風通過以降の散布では効果が低

いことが実証された。このため，現地指導にあたっては

台風前の散布を推奨すべきと考えられた。
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生存時間解析によるカンキツ褐色腐敗病

防除薬剤の効果比較

田代　暢哉・井手　洋一・近藤　知弥

（佐賀県果樹試験場）

　経時的に得られた調査データの解析を行う場合，ある

調査時点の結果のみの解析では信頼性に欠けることが懸

念される。経時的なデータの収集を行った場合には，そ

れらのデータを総合的に判断すべきで，この際に用いる

方法が生存時間解析である。本解析法のメリットは，経

時的なデータをすべて用いるために少ないサンプル数で

も信頼性の高い解析が可能なことで，省力で効率的な研

究が実施できるようになる。今回，本法を用いて樹上果

実への接種によるカンキツ褐色腐敗病防除薬剤の予防効

果 の 評 価 を 行 っ た。試 験 薬 剤 散 布１４日 後 に

Phytophthora palmivoraの遊走子懸濁液（１０５個 /ml）

をハンドスプレーを用いて樹上の果実に十分量接種し，

樹全体に適宜，川水を噴霧して果面上の水滴を３時間保

持し，感染を促進した。１区あたりの供試果数は２０果で

ある。接種５日後から１８日後まで経時的に発病状況を調

査し，解析ソフト JMP５．１でカップラン・マイヤー法に

よる累積生存率曲線を求め，さらに各薬剤間の効果差を

みるためにログランク検定を行った。その結果，リドミ

ル銅水和剤７５０倍が最も優れた効果を示し，次いでジマ

ンダイセン水和剤４００倍，ペンコゼブ水和剤４００倍，アリ

エッティ水和剤４００倍，同８００倍，トモオキシラン水和剤

５００倍がほぼ同等の効果で，ストロビードライフロアブ

ル２０００倍は明らかに劣った。以上の結果は，接種１８日後

の結果だけを用いた評価よりも比較する薬剤間のリスク

比の９５％信頼区間幅が狭まり，薬剤間の効果差を評価す

る際の信頼性が向上した。

 

チャ赤葉枯病菌（Glomerella cingulata）

の殺菌剤感受性，輪斑病抑制効果および

抑制効果に対する殺菌剤散布の影響

富�　　毅

（鹿児島県農業開発総合センター茶業部）

　近年の温暖化により，これまで二・三番茶期での発生

が多かったチャ輪斑病が，一番茶期や秋整枝後に発生し

被害が拡大しつつあることから，温暖化に対応した防除

対策が必要となっている。一方安藤らは，チャに普遍

的・潜在的に存在するチャ赤葉枯病菌（Glomerella 

cingulata）によって輪斑病菌の病斑形成が抑制される

ことを報告している。この赤葉枯病菌を輪斑病防除に活

用するために，茶園から分離した各種赤葉枯病菌の殺菌

剤感受性，輪斑病抑制効果およびその抑制効果に対する

殺菌剤散布の影響について検討した。茶業試験場内‘や

ぶきた’園から分離した赤葉枯病菌は，チャへ病原性が

ありPDA培地上で分生子をほとんど形成しないGc１株

に代表される菌群と，チャへ病原性がなく PDA培地上

で分生子を形成するGc ８株に代表される菌群に分類さ

れた。赤葉枯病菌が輪斑病菌の病斑形成に及ぼす影響を

調査した結果，輪斑病菌に対して１０倍量の分生子量の赤

葉枯病菌を混合接種した場合に，輪斑病単独接種に比べ

て病斑径が有意に減少した。また，赤葉枯病菌の各種殺

菌剤への感受性を調査した結果，Gc １および Gc ８の両

菌ともオンリーワンフロアブルおよびトップジンM水

和剤に対する感受性が高く，グアニジン系やストロビル

リン系に対しては菌株で感受性が異なった。次に‘やぶ

きた’の三番茶摘採直後に，輪斑病菌を単独もしくは赤

葉枯病菌Gc ８株を２倍量混合して接種後，各種殺菌剤

を常用濃度で散布したところ，赤葉枯病菌によって輪斑

病の発生は６割程度減少した。しかし，赤葉枯病菌に対

する影響の大きい殺菌剤の散布が，赤葉枯病菌による輪

斑病抑制効果におよぼす影響は見られなかった。以上の

ことから，赤葉枯病菌は輪斑病の発生を抑制する能力を

持つこと，赤葉枯病菌に影響の大きい殺菌剤が赤葉枯病

菌の輪斑病の抑制効果に及ぼす影響は小さいことが明ら

かとなった。

カキ炭疽病の要防除水準の設定とこれに

基づく防除暦の設計およびその実証試験

菊原　賢次

（福岡県農業総合試験場病害虫部）

　農薬代替技術の少ない露地果樹栽培では減農薬栽培を

実施するには効率的な農薬散布を行う必要があり，農薬

散布の要否を判断する基準が必要となる。そこで，薬剤

効果試験，炭疽病の発生時期やほ場試験の事例から，生

育時期ごとに調査を行い，発生に応じた防除暦を設計し

た。この防除暦を元に，場内と現地５カ所で実証試験を

行った。場内試験では，春枝に炭疽病が見られず，夏枝

ではわずかで，８月まで発病果が見られず，５月から８月

の判定で少発であったため，薬剤防除を４回行った。し

かし，９月２６日には発病果が見られ，１０月には６．１～１５．６

の発病果率が認められ，十分な効果が得られなかった。

実証区と無散布区が隣接しており，９月上旬の台風に伴

う風雨があったため感染が広まったと考えられた。現地

試験では，田主丸，吉井町，うきはＡの実証区は８月ま
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で発病が見られず，５月から８月の判定で少発だったた

め，薬剤防除を４回行った。最終調査まで慣行区と同様

に発病果は見られなかった。朝倉町の実証区で春枝に発

病が見られ，多発の判定をした。薬剤防除は７回の予定

であったが，慣行区より２回少ない６回の実績であった。

７月下旬の発病果率が１２．７％と十分な防除効果は得られ

なかったが，慣行区の３４．３％より少なかった。うきはＢ

の実証区で７月の発病果が多く見られたため，中発に判

定して防除を行った。実証区は６回散布で，慣行区より

２回少なく，発病は少なかった。この防除暦は慣行より

発病が少なく，薬剤散布回数も少なかった。 

虫　害　の　部

　

トビイロウンカにおける幼虫期間の制御

と多様性

諸岡　　直１）・藤條　純夫２）

（１）佐賀女子短大・２）佐賀大農）

　トビイロウンカでは，短翅型支配の遺伝子群に対し長

翅型支配の遺伝子群が幼虫期間を長くする作用をもち，

同様に黒色支配の遺伝子群に対しては，黄褐色支配の遺

伝子群が幼虫期間を長くすること，さらには，それらの

作用が高密度飼育条件下では明確に現れるのに対し，密

度低下とともに翅型支配の遺伝子群の働きが低下するこ

とをこれまでに報告してきた。本研究では，幼虫期間の

生理・遺伝特性を明確にするために，黒色短翅型，黒色

長翅型，黄褐色短翅型，黄褐色長翅型の４系統，および

黒色短翅型系統の雌に黄褐色長翅型系統の雄を交配して

作出したＦ１個体群を用いて幼虫期間を比較し，本形質

の制御とそれがもたらす多様性について追究した。その

結果，低密度では，体色支配の遺伝子群の作用のみが発

現し，翅型差異は，生理的にも遺伝的にも幼虫期間に変

異をもたらさなかったものの，密度が高まるにつれ，翅

型支配の遺伝子群の作用は強まり，系統間差異が生じる

ようになったほか，系統内に発現する翅型差異による変

異もみられるようになった。また，黒色支配の遺伝子群

は黄褐色支配の遺伝子群に対して優性的に働き，黒色支

配の遺伝子群の一部を持つ個体の羽化開始時刻は，それ

らの遺伝子を持たない個体よりも早く，同じ量の黒色支

配の遺伝子を持つ個体間では，長翅型を誘発し易い個体

ほど幼虫期間は長くなり易いということが判明し，幼虫

期間の多様性が，翅型と体色の特性によって大きく拡大

されるということが明らかとなった。この種では，翅型

と体色は成虫寿命や産卵能力などにも大きな影響を与え

ていることをこれまでに報告しているが，本研究の結果

にみられるように，２つの形質発現を介した生理的変異

と遺伝的変異が他の生活史特性の中にも存在するものと

推察される。トビイロウンカの生態を明らかにするため

にも，このした生理遺伝学的解析のもと，多様性の制御

を解明することが必要であると考えた。
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